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概要：匿名加工情報の利活用を促進するためには，利活用事例の紹介等により匿名加工に対する理解や認知を向上し，

匿名加工情報を利活用する際のハードルを下げることが重要である．そこで本研究では，「利活用事例の紹介等によ

り匿名加工に対する理解や認知を向上」を目的として，「匿名加工情報取扱事業者による公表情報を利用した匿名加

工カタログの構築」を実現する．改正個人情報保護法によって，匿名加工取扱事業者は，匿名加工情報を作成や第三

者提供した際に，匿名加工情報に含まれる個人に関わる項目や提供の方法を公表する義務が課されている．多くの匿

名加工取扱事業者では，これら公表すべき情報を事業者の Web ページの一部（公表ページ）で公開している．さら

に，匿名加工技法や提供先などの情報を含めている事業者も少なくない．そこで，本研究では，公表ページを収集し

て利活用事例として利用することで，「匿名加工カタログ」を構築した．匿名加工カタログによって，「氏名」「年齢」

といった項目を入力すると，「その項目を利用した利活用事例がどの程度あるか」「その項目が既存の利活用事例でど

のように加工されているか」「その項目が利用されている利活用事例の詳細」等を閲覧することが可能となった．利用

シナリオを想定し，想定シナリオに対して本システムが有用に働くことを評価によって確認した． 
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Abstract: Toward increasing the number of anonymously proceed information handling business operators, supports for the 
operators to understand more about anonymization are needed. In this paper, as one of the supports, we propose and implement an 
“anonymization catalog”, which focuses on public information disclosed by anonymously proceed information handling business 
operators. In Japan, in compliance with act on the protection of personal information, a personal information handling business 
operator, when having produced anonymously proceed information and providing the information to a third party, shall disclose  
the public the categories of information relation to an individual contained in the information and the providing method. Most of 
the operators disclose them on their web pages. In many cases, the disclosures contain not only them but also other items, such as 
the anonymization methods they used and destinations (third party names). In this paper, we collect the disclosures from the web 
pages and develop the anonymization catalog using the disclosures. Evaluating the effectiveness of the catalog through a discussion, 
we show that the catalog supports the operators to understand more about the anonymization. 
  
Keywords: Anonymously Proceed Information, Public Information, Privacy, Usability 

 
 

1. はじめに 

1.1 匿名加工情報作成によるデータ利活用 
 インターネット技術の発達に伴って，多くの事業者が，

個人情報が含まれる大量の情報をビッグデータとして収集

し，利活用しようとしている．しかし，個人情報には，他

人に知られたくない情報が多分に含まれるため，個人情報

を生の状態で利活用するのは望ましくない．そこで，個人

情報を個人が特定できない情報へと変換したうえで，変換
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後の情報を利活用しようという取り組みがなされてきた． 
この取り組みの一つとして，個人情報を匿名加工情報へと

匿名加工したうえで，匿名加工情報を利活用する取り組み

がある．匿名加工情報とは，改正個人情報保護法[a]で定義

された情報であり，「特定の個人を識別することができない

ように個人情報を加工して得られる個人の情報であって，

当該個人情報を復元することができないようにしたもの

（法第 2 条 9 項）」である．匿名加工情報であれば，事業者

は，本人の同意なしに，第三者提供や目的外利用が可能で

a 本稿では，「法」または「改正個人情報保護法」は「個人情報の保護に

関する法律（平成 15 年法第 57 号，平成 27 年法律第 65 号および平成 28
年法第 51 号により改正）」，「規則」は「個人情報の保護に関する法律施行

規則（平成 28 年個人情報保護委員会規則第 3 号）」を指す． 
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ある． 
1.2  用語定義 
 本稿では，匿名加工に関わる用語を以下のとおり用いる． 
 
【法令用語】 
 匿名加工情報： 
 改正個人情報保護法で定義された情報であり，「特定の個

人を識別することができないように個人情報を加工して得

られる個人の情報であって，当該個人情報を復元すること

ができないようにしたもの（法第 2 条 9 項）」． 
 匿名加工情報取扱事業者： 
 改正個人情報保護法で定義された事業者であり，「匿名加

工情報を体系的に構成したものを事業の用に供しているも

の（法第 2 条 10 項）」 
 
【本稿独自の用語】 
 （匿名加工情報の）利活用： 
 匿名加工情報を作成するまたは第三者提供を行うこと． 
 匿名加工技法： 
 特定の個人を識別や復元することができないようにする

ための個々の方式．具体的には，「名前を削除」，「年齢を〇

歳でミクロアグリゲーション」など．詳しくは，2.1 節を参

照されたい．規則第 20 条の加工方法等情報とは異なる定

義であることに注意されたい． 
 匿名加工手法： 
 匿名加工情報を作成する際に用いた，単一または複数の

匿名加工技法の総称． 
 項目： 
 個人情報に含まれるデータの属性．具体的には，「年齢」

「性別」「氏名」など． 
 匿名加工： 
 匿名加工手法を使って個人情報を匿名加工情報へ変換す

る作業． 
 公表情報： 
 匿名加工情報生成や第三者提供時に，匿名加工情報取扱

事業者によって公表された情報．一部の情報は公表が義務

づけられている．詳しくは，3.1 節を参照されたい． 
 （公表情報の）要素： 
 公表情報の中には，個人に関する情報の項目，提供方法

[b]，使用している匿名加工手法，提供先などの情報が含ま

れる．個々の情報を指す際，「要素」と呼ぶこととする． 
 公表ページ 
 事業者が公表情報を掲載している Web ページ． 
 

                                                                 
b 法ではこれら 2 項目の公表が義務付けられている．匿名加工情報を作成

したときは，情報に含まれる個人に関する情報の項目を公表する義務があ

る．さらに，第三者へ匿名加工情報を提供する際は，提供される情報に含

1.3 本稿で取り扱う課題 
 IoT 機器の普及でエンドユーザの個人情報は，事業者側

に大量に集まりつつある．収集した大量の個人情報を，匿

名加工情報として利活用することができれば，事業者は，

新たな知見を多く得ることができる．さらに，その知見に

よって導かれた新たなサービスをエンドユーザへ提供する

こともできる．一方，エンドユーザにとっても，提供され

たサービスを利用することで，多くの恩恵を得ることがで

きる． 
詳しくは，2 章で論ずるが，匿名加工情報の利活用を促

進するためには，利活用事例の紹介等により匿名加工に対

する理解や認知を向上し，匿名加工情報を利活用する際の

ハードルを下げることが重要である．そこで本稿では，「利

活用事例の紹介等により匿名加工に対する理解や認知を向

上」を目的として，「匿名加工情報取扱事業者による公表情

報を利用した匿名加工カタログの構築」を実現する．改正

個人情報保護法によって，匿名加工取扱事業者は，匿名加

工情報を作成や第三者提供した際に，匿名加工情報に含ま

れる個人に関わる項目や提供の方法を公表する義務が課さ

れている（法 36 条 3 項及び 37 条）．多くの匿名加工取扱

事業者では，これら公表すべき情報を事業者の Web ページ

の一部（公表ページ）で公開している．さらに，匿名加工

技法や提供先などの情報を含めている事業者も少なくない．

そこで，本稿では，公表ページを収集して利活用事例とし

て利用することで，「匿名加工カタログ」を構築する．匿名

加工カタログでは，「氏名」「年齢」といった項目を入力す

ると，「その項目を利用した利活用事例がどの程度あるか」

「その項目が既存の利活用事例でどのように加工されてい

るか」「その項目が利用されている利活用事例の詳細」等を

検索・参照することが可能である． 
1.4 本論文の構成 

本稿の流れは以下のとおりである．1 章では，本稿で用

いる用語を定義したうえで，本稿の背景と位置づけを明確

にした．2 章では，匿名加工技法について紹介した後，匿

名加工情報の利活用状況について詳しく論ずる．さらに，

利活用事例を共有する既存の取り組みについていくつか紹

介を行ったうえで，本稿が扱う課題について詳細に述べる．

3 章では，公表事例を利用した匿名加工カタログ構築の構

想について述べる．4 章では，実際に匿名加工カタログを

構築し，その構成と機能について説明をする．5 章では，

構築した匿名加工カタログを使用する状況を想定し，匿名

加工カタログの有用性を評価する．6 章では，匿名加工カ

タログの自動生成などについて考察する．最後に，7 章で

まとめと今後の課題を述べる． 

まれる個人に関する情報と提供の方法を公開する． 
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1.5 注意点 
 本稿は，匿名加工カタログの構築において，システム全

体のコンセプトと成果物に関する議論を中心に行う．構築

をする中で得られた公表事例の記載内容に関する知見は，

別途文献[1]にて報告を行うため，本稿と合わせて参照され

たい．また，本稿で構築したシステムは，2019 年 10 月時

点の成果であることに注意されたい． 
 

2. 関連技術・取り組み 

2.1 匿名加工技法 
匿名加工には，種々の技法がある．以下に，その代表例

を文献[2]を参考にして説明する． 
 
 削除： 

値，列，行などを削除する． 
 仮名化[c]： 

直接識別子（単体でデータ主体を一意に識別する）を

仮名に置き換える． 
 トップコーディング 

値の上限を決めて，それ以上の値を上限に丸める（例：

840 円→800 円以上） 
 ボトムコーディング 

値の下限を決めて，それ以下の値を下限に丸める（例：

80 円→100 円以下） 
 摂動 

値をランダムに変更する． 
 置換 

値の順序やユーザごとの値を入れ替える 
 
2.2 匿名加工情報の利活用 
 匿名加工情報とは，改正個人情報保護法で定義された情

報であり，「特定の個人を識別することができないように個

人情報を加工して得られる個人の情報であって，当該個人

情報を復元することができないようにしたもの（法第 2 条

9 項」である．匿名加工情報であれば，事業者は，本人の同

意なしに，第三者提供や目的外利用が可能である． 
匿名加工情報を作成する際には，前節に示した種々の匿

名加工技法を組み合わせることで，「特定の個人を識別する

ことができないように」個人情報を加工する．このとき，

特定の個人を識別できないような加工か否かについては，

法第 36 条１項，規則第 19 条によって，以下に示す基準が

定められている． 
 
一 個人情報に含まれる特定の個人を識別することができ

                                                                 
c 令和 2 年の法改正で導入される「仮名加工情報（他の情報と照合しない

限り特定の個人を識別することが出来ないように個人情報を加工して得ら

れる個人に関する情報）」の要件を満たす加工方法を指すのではなく，一

る記述等の全部又は一部を削除すること（当該全部又は一

部の記述等を復元することのできる規則性を有しない方法

により他の記述等に置き換えることを含む．）．  
 
二 個人情報に含まれる個人識別符号の全部を削除するこ

と（当該個人識別符号を復元することのできる規則性を有

しない方法により他の記述等に置き換える ことを含む．）．  
 
三 個人情報と当該個人情報に措置を講じて得られる情報

とを連結する符号（現に個人情報取扱事業者において取り

扱う情報を相互に連結する符号に限る．） を削除すること

（当該符号を復元することのできる規則性を有しない方法

により当該個人情報と当該個人情報に措置を講じて得られ

る情報を連結することが できない符号に置き換えること

を含む．）．  
 
四 特異な記述等を削除すること（当該特異な記述等を復元

することのできる規則性を有しない方法により他の記述等

に置き換えることを含む．）．  
 
五 前各号に掲げる措置のほか，個人情報に含まれる記述等

と当該個人情報を含む個人情報データベース等を構成する

他の個人情報に含まれる記述等との差異 その他の当該個

人情報データベース等の性質を勘案し，その結果を踏まえ

て適切な措置を講ずること． 
 
2.3 匿名加工情報の利活用状況 

匿名加工情報を利活用することができれば，事業者もエ

ンドユーザもメリットを得ることができる．しかし，2.1 節

に示したように，匿名加工技法には多くの技法があり，個

人情報に含まれる個人に関わる項目も多岐にわたる．した

がって，どの匿名加工手法を用いれば，匿名加工情報の要

件を満たした情報になるかを明確に定義することは難しい．

2.2 節に示したとおり，法第 36 条１項，規則第 19 条には 5
つの基準が定められているが，加工方法自体は，「全部また

は一部を削除」「特異な記述等を削除」等，必要最低限の言

及をしているに過ぎない． 
上記のような状況下では，事業者は，個人情報から匿名

加工情報を作成するに際して，適切な匿名加工技法がわか

らず，匿名加工の仕組みを利活用しない方向に倒れてしま

うことも少なくない．アンケート調査によれば，IoT 推進

コンソーシアムの会員企業（回答 207 社）のうち，匿名加

工情報を利活用している企業は約 25%にしか過ぎないとい

う報告もある[3]． 

般的な仮名化技術を指していることに注意されたい． 
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2.4 匿名加工情報の利活用事例の共有と課題 
 前節に示したとおり，事業者の匿名加工情報の利活用状

況にはまだまだ改善の余地がある．匿名加工情報の動向調

査報告書[3]では，匿名加工情報の利活用を増やしていくた

めの方法を“「匿名加工情報についてよく知らない」， 「利

用方法がわからない」という回答が多く，利活用事例の紹

介等により認知や理解が進み， かつ社会的な受容や定着が

進めば，匿名加工情報の利活用が一層広がるのではないか

と考えられる”（下線は引用者が追加）と考察している．本

稿では，匿名加工情報の利活用を促進するために，下線部

で示した「利活用事例の紹介等により認知や理解を進める」

という目的を対象として議論を進める． 
この目的を実現するために，個人情報保護委員会は，匿

名加工情報の利活用事例を紹介するガイドラインや事例集

を公開する取り組みを行っている[4][5]．また，一部の事業

者は，自社の利活用方法を詳細に説明する資料を公開する

取り組みを行っている（たとえば，文献[6]）．しかし，これ

らの取り組みは，一部の利活用事例に焦点をあてた資料に

すぎず，網羅性が少ない．そのため，複数の利活用事例を

比較することは難しく，さらに，紹介されている利活用事

例に含まれていない要素も多い． 
 

3. 公表情報を活用した匿名加工カタログ構築 

3.1 コンセプト 
2.4 節で述べたとおり，既存の利活用事例の共有方法は，

網羅性が非常に小さく，複数の事例を比較して参照するこ

とが難しい．さらに，紹介されている利活用事例に含まれ

ていない項目も多い，などの課題があった．本課題を解決

するためには，多くの利活用事例を収集することが必要で

ある．しかし，多くの匿名加工情報取扱事業者に個別に調

査をし，各事業所一つ一つから利活用事例を収集するとい

うことは現実的に不可能である． 
そこで本稿では，「匿名加工情報取扱事業者による公表

情報」に注目し，この情報を活用することで，前述した課

題を解決する「匿名加工カタログ」を実現する．  
改正個人情報保護法によって，匿名加工取扱事業者は，

匿名加工情報を作成や第三者提供した際に，法 36 条 3 項，

法 37 条にて，匿名加工情報に含まれる個人に関わる項目

や提供の方法を公表する義務が課されている． 
 
第 36 条 
（前略） 
３ 個人情報取扱事業者は，匿名加工情報を作成したときは，

個人情報保護委員会 規則で定めるところにより，当該匿名

加工情報に含まれる個人に関する情報の項目を公表しなけ

ればならない． 
（後略） 

法 37 条 
匿名加工情報取扱事業者は，匿名加工情報（自ら個人情報

を加工して作成したものを除く．以下この節において同じ．）

を第三者に提供するときは，個人情報保護委員会規則で定

めるところにより，あらかじめ，第三者に提供される匿名

加工情報に含まれる個人に関する情報の項目及びその提供

の方法について公表 するとともに，当該第三者に対して，

当該提供に係る情報が匿名加工情報である旨を明示しなけ

ればならない． 
 

多くの匿名加工取扱事業者では，これら公表すべき項目

を Web ページ（公表ページ）上で公表している．さらに，

匿名加工技法や提供先などの，法律で公表が義務付けられ

ていない情報を含めている事業者も少なくない．そこで本

稿では，これら公表ページの情報を利活用事例として注目

し，本情報を収集することで，匿名加工カタログの情報源

とする．匿名加工カタログでは，「氏名」「年齢」といった

項目を入力すると，「その項目を利用した利活用事例がどの

程度あるか」「その項目が既存の利活用事例でどのように加

工されているか」「その項目が利用されている利活用事例の

詳細」等を検索・参照することが可能である． 
匿名加工カタログによって，利活用事例を参照すること

ができれば，事業者は以下のような検討が可能である．こ

れらの有用性については，5 章で評価を行う． 
 
 同様の項目を匿名加工している他事業者はどの程度

いるのか？ 
 既存の事例では項目に対してどのような加工を施し

ているのか？自身が利用しようとしている加工は適

切であるか？ 
 既存の利活用事例では，ある項目をどのような項目と

一緒に利活用しているのか？ 
 
 なお，本稿のほかに，公表情報について網羅的に調査し

た報告書として文献[7]がある．文献[7]は，公表情報の件数

や各事例が何を公表しているかの統計データを調査した報

告をしている．件数や公表項目の統計データを知ることも

重要であるが，本稿で実現する内容は,各事例の具体的な記

述を考慮し，検索可能な状態にするまで踏み込むことで，

上記検討が可能であるという違いがあることに注意された

い． 
3.2 匿名加工カタログの構成 
 匿名加工カタログの構成図を図 1 に示す．以下，図中の

各手順や機能の詳細な説明を行う． 
 
① 収集 
 収集は，Web 上から公表ページを収集するプロセスであ

る．Web 検索やクローリング技術を活用することによって
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収集する． 
 
② ページ内から該当部だけ抽出 
 ①で収集した公表ページ内には，公表情報以外の情報も

記載されている．たとえば，公表情報がプライバシーポリ

シーの一部に書かれている場合，個人情報の保護方針や取

り扱い規定などの，匿名加工情報とは直接的には関係がな

い情報も記載されている．また，Web ページであるため，

メニューやフッタなどの情報が記載されている場合も多い．

したがって，収集した Web ページから匿名加工情報に関わ

る記載部分だけを抽出する． 
 
③ 各要素の抽出 
 ②で匿名加工情報に関わる記載部分だけを抽出したが，

抽出した情報は自然言語の文章で書かれている．その文章

には，個人に関する情報の項目，提供方法，使用している

匿名加工手法，提供先などの要素が含まれる．原文を要素

ごとに分割し，データ構造（匿名加工カタログへ応用でき

る形）に変換し，データベースへ格納する． 
 
 ここまでに説明した①～③のイメージ図を公表ページの

一例（文献[8]）を利用して図 2 に示す． 
 
③までの手順によってデータベースに保持した情報を，ア

プリケーション上で検索・閲覧できるようにすることで，

匿名加工カタログを実現する．今回は，以下の二つの機能

を匿名加工カタログ上で実装するものとする． 
 
④ 事例一覧 
 匿名加工カタログにおいては，検索機能を用意して，利

用者が自身の取扱う個人情報や匿名関連情報と関連する利

活用事例を一覧視できる機能を用意する．検索のキーには，

「項目」を少なくとも含める．たとえば，「項目：氏名」と

指定した場合，匿名加工情報の項目に「氏名」が含まれる

利活用事例（公表情報）の一覧，及び，それら事例で「氏

名」をどう加工をしているかの一覧を閲覧することができ

る． 
 
⑤ 事例参照 
 収集した一つ一つの事例を利用者に見やすい形で構造化

して表示する．たとえば，図 2 右下の表に示したような状

態で，各事例の内容を参照可能とする． 
 なお，匿名加工カタログの機能は，本稿執筆時点では，

④⑤の二つの機能のみを想定しているが，今後，機能を追

加することも視野にいれている．たとえば，統計データを

見たり，全体の傾向を分析したりする機能を追加すること

を想定している． 
 

4. 実装結果 

 3.2 節に示した構成に従って，匿名加工カタログの実装を

行った．本章では，構成の手順ごとに，実施した内容及び

その結果について説明する． 
4.1 収集結果 
 2019 年 5 月から 8 月にかけて，Web 検索エンジンを利用

して，人手で公表ページの収集を行った．収集を行った結

果を表 1 に示す． 
 

表 1 公表ページ収集結果 

期間 取得公表ページ数 

2019/05-2019/08 308 

 
4.2 該当部の抽出結果 
 4.1 節で収集した，308 企業の公表ページから，匿名加工

情報に関わる記載を人手で抽出した． 
4.3 各要素の抽出結果 
 4.2 節で名加工情報に関わる記載だけを抽出できたため，

抽出した各記載に対して，要素ごとに分割し，データベー

スへ格納する作業を行った．なお，データベースへ格納す

るにあたっては，要素の選択や個人に関わる項目の記載方

法で考慮すべき事項があった．本詳細は，公表ページの記

載内容に関わることであるため，文献[1]にて議論する． 
4.4 匿名加工カタログの実装 
 前節までに，公表情報（利活用事例）を構造化してデー

タベースへ格納する作業が完了した．この情報を利用して，

事例を検索しや個々の事例を参照可能である「匿名加工カ

タログ」を Web アプリケーションとして開発した．Web ア

プリケーションとして開発を行ったため，ブラウザ環境が

あれば，利用可能である． 
4.4.1 事例一覧 
 事例一覧画面の実装結果を図 3 に示す．事例一覧画面で

図 1 匿名加工カタログの構成 
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は，「項目」による検索と「事業者名」による検索の両方を

用意した．「項目」に何らかの文字列を入れて入力すると，

項目にその文字列が含まれる事例を「親項目 1，親項目 2，
項目，事業者名，技法，パラメータ，事例参照へのリンク」

という形で 1 行ごとに表示する．検索時の文字列には，正

規表現も利用可能である（図中は「氏名で始まる項目を持

つ事例（^氏名）」の一覧を表示している）．検索した結果に，

何件の事例がヒットしたかについても表示される．事業者

名についても同様である． 
4.4.2 事例参照 
 事例参照画面の実装結果を図 4 に示す．図 4 のとおり，

③各要素の抽出によって，データベースへ構造化して格納

したデータが，画面上に整形されて表示される． 
 

5. 評価 

5.1 評価方法 
5.1.1 評価の位置づけ 
 実装した匿名加工カタログの有用性を，仮想的なシナリ

オを定義したうえで，3.1 節に示した 3 点の利用方法の観

点で評価する．今回は，あくまで評価の第一段階であり，

今後，実際のシナリオを利用した評価や利用想定者に対し

てユーザビリティ評価を行うなどして，さらに詳細な評価

を行う予定であることに注意されたい． 
5.1.2 評価シナリオ 
 筆者内で検討を行った結果，「項目『住所』が含まれる個

人情報を加工したい」というシナリオを想定して評価を行

った．ここで，項目のうち「住所」を選択した理由は，住

所は「都道府県市町村番地」とある中で，どの粒度まで匿

名加工をするかを検討する必要があるため，本システムを

利用する一つの状況として適切だと考えたためである． 
5.2 観点ごとの評価 
5.2.1 同様の項目を匿名加工している他事業者はどの程度

いるのか？ 
 匿名加工カタログの事例一覧機能（4.4.1 節）で「住所」

を検索した結果，検索結果が 88 件となった．すなわち，項

目名に「住所」が含まれる項目を利用している事業者は，

88 事業者であることがわかった．また，各行では，事業者

名や階層項目の上位（どういう状況における「住所」か）

も含まれている．これら情報から，「どのような企業がどの

ような状況で『住所』が含まれる匿名加工情報を利用して

いるか」を把握することができた． 
以上のように，本システムを利用することで，同様の項

目を匿名加工している他事業者はどの程度いるのかを容易

に把握できることを確認できた． 
5.2.2 既存の事例では項目に対してどのような加工を施し

ているのか？自身が利用しようとしている匿名加工技法は

適切であるか？ 
 匿名加工カタログの事例一覧機能（4.4.1 節）で「住所」

を検索した結果，各事業者が住所に対してどのような加工

を施しているかを「技法」と「パラメータ」列によって確

認できた．本情報を閲覧した結果，事業者によって「都道

府県単位」「市区町村単位」「行政区単位」など，加工のパ

ラメータが違うことがわかった．実際の利用状況において

は，自身の業種や加工しようとしている個人情報の種類に

②該当部だけ抽出

①収集

当社は、医療システムに関する事業活動において、ハードウェア製品及びソフトウェア
製品の開発を目的として、匿名加工情報（「個人情報の保護に関する法律」（平
成15年法律第57号）第２条第９項の定義によります。）を継続して作成し、また
第三者に提供するに当たり、法令等で定める基準に従って適正な加工を施すととも
に、情報漏えいを防止するために必要な安全管理措置を講じております。また、同法
第36条第３項及び第４項に基づき、当該匿名加工情報に含まれる個人に関する
情報の項目及び提供方法を、以下のとおり公表いたします。

(1) 匿名加工情報に含まれる「個人に関する情報」の項目
氏名、生年月日、被保険者記号と番号、公費受給者番号、医師の氏名及び処方
日・調剤日
(2) 提供方法
上記項目について、当該情報に係る特定の個人が再識別できないように匿名化を
施したうえで、セキュリティが確立された伝送方式にて第三者に提供いたします。

③各要素の
抽出

※アイテック阪急阪神株式会社,https://itec.hankyu-hanshin.co.jp/privacy2.html より引用

要素名 内容

社名 アイテック阪急阪神株式会社

項目 氏名
生年月日

：
加工方
法

未記載

提供方
法

セキュリティの確立された伝送
方式

：

図 2 事例収集の手順 
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近い事例が利用している匿名加工技法を参照することで，

自身が利用しようとしている匿名加工技法が適切か否かを

検討する材料になる． 
 以上のように，本システムを利用することで，既存の事

例では項目に対してどのような加工を施しているのかを容

易に把握できることができることが確認できた．さらに，

自身が利用しようとしている匿名加工技法は適切であるか

否かを把握する材料になることも確認できた． 
5.2.3 既存の利活用事例では，どのような項目と一緒に公開

しているのか？ 
 匿名加工カタログの事例一覧機能（4.4.1 節）から，「事

例」ボタンを押すことで，各利活用事例の事例参照画面

（4.4.2 節）へ移動することが可能である．本機能によって，

「住所」が含まれる各公表事例を参照することできた．さ

らに，その参照事例で利活用されている匿名加工情報に含

まれる項目の一覧を確認することができた．「住所」と一緒

に提供している項目を見ることで，どこまでの項目を匿名

加工情報に含めるかの検討が可能であった． 
 以上のように，本システムを利用することで，既存の利

活用事例では，どのような項目と一緒に公開しているのか

を容易に把握することが可能であることを確認できた． 
 

6. 考察 

6.1 項目揺れへの対応 
 今回収集した事例には，事例ごとに同義語を違う言葉で

表現している項目も見られた．たとえば，個人の住まいの

場所を，ある事例では「都道府県」，他の事例では「住所」

検索部（「項目名」と「事業者名」を正規表現で検索可能）

検索結果一覧

個別の事例を参照可能
（事例参照）

検索した結果の
事例数の総数
を表示

図 4 事例一覧画面（^氏名）を検索した様子 
 

要素名

項目の一覧
（階層関係を考慮）匿名加工技法と

パラメータを併記

図 3 事例参照画面（文献[9]の内容を表示している画面） 
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表現している場合である．今回は，データベースへ格納す

るときにこれらを原文のまま利用している．したがって，

両方の結果が必要な場合，検索者が「住所|都道府県」のよ

うな形で，正規表現を利用してすべて記載する必要がある．

ユーザの利便性を向上するためには，類義語辞書である 
Wordnet[10]を使うなどして，同じ意味の項目までを表示さ

せる機能を追加する必要がある． 
6.2 匿名加工カタログの自動更新 
 匿名加工の公表情報は日々増えていく．個人情報保護委

員会の調査によると，匿名加工に関わる情報を公開してい

る事業者は，2018 年度一年間で約 70 社増加したことが報

告されており，今後さらに増加していくことが期待される．

継続した増加に対応するためには，図 1 で示した収集手順

を自動化していくことが必要である．①収集，②ページ内

から該当部を抽出，③各要素の抽出の手順を自動化するこ

とによって，匿名加工公表情報が増えたとしても，自動的

かつ継続的に匿名加工カタログの内容を更新していくこと

が可能である[d]． 
 ①～③の自動化の優先順序に関して検討する．①～③の

うち，「①収集」は非常に膨大な数の Web ページから公表

ページだけを収集する必要がある．一方，「②ページ内から

該当部分を抽出」と「③各要素の抽出」は，収集した事例

（高々数百件程度）を対象として行うため，人手でも十分

可能である．これらの点から，特に①の自動化が直近の課

題であるといえるだろう． 
6.3 匿名加工の廃止に関する情報の収集 
 法律では，匿名加工情報を作成や第三者提供を行う際の

公表は義務付けられているが，匿名加工情報の取扱を廃止

したときの制約はない．したがって，収集した情報には，

①実際には廃止しているが公表ページをそのまま公開して

いる事業者が含まれる，もしくは，②すでに公開をとりや

めた事業者の公表ページも含まれる（公表ページ収集時に

は利活用されていたが，匿名加工カタログ上での参照時点

では利活用されていない）可能性もある．①については，

基本的に判別が難しく，匿名加工カタログを利用する際に

はこの点を留意する必要がある．②については，公表ペー

ジの生存確認を定期的に行い，更新があれば情報をアップ

デートする仕組みを導入することが必要である． 
 

7. まとめと今後の課題 

 本稿では，「利活用事例の紹介等により匿名加工に対する

理解や認知を向上」を目的として，「匿名加工情報取扱事業

者による公表情報を利用した匿名加工カタログの構築」を

実現した．具体的には，利活用事例を公表ページから収集

                                                                 
d 収集や抽出の自動化については，初期検討を行った結果を文献[11]にて発

表済みである． 

し，構造化，検索可能化，個別の事例を参照可能化するこ

とで，匿名加工カタログの実現を行った．匿名加工カタロ

グの実現によって，「氏名」「年齢」といった項目を入力し

て検索すると，「その項目を利用した利活用事例がどの程度

あるか」「その項目が既存の利活用事例でどのように加工さ

れているか」「その項目が利用されている利活用事例の詳細」

等を容易に把握できるシステムが実現できた．利用シナリ

オを想定し，想定シナリオに対して本システムが有用に働

くことを評価によって確認した．今後は，考察によって明

らかにした改良方針（項目揺れへの対応や自動更新の実現）

を参考に，構築した匿名加工カタログの改良を行う必要が

ある． 
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